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Ⅳ 特別調査                         
 
【調査項目】 

  今回は、前回に引き続き「新型コロナウイルス感染症の影響」のほか、「事業継続計画（Ｂ

ＣＰ）の策定」、「最低賃金の引上げ」について調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【調査結果概要】 
 

１ 新型コロナウイルス感染症の影響について  

○ 新型コロナウイルス感染症の経営への影響について、「マイナスの影響が続いてい 

る」の回答割合が４２．６％で、前回調査（令和４年１０～１２月期）から５．０ポ

イント減少した。 
 
 ○ 「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」の回答割合は２１．８％で、前回

調査から７．５ポイント増加した。 
  
○ 「マイナスの影響が続いている」と回答した上位３業種は以下のとおり。 

    【製造業】                 【非製造業】 

 「印刷業」（６１．５％）          「飲食店」（５９．５％） 

 「家具・装備品」（５６．３％）        「サービス業」（４６．７％） 

 「繊維工業」（５４．５％）           「卸売・小売業」（４５．２％） 

 

２ 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定について 

 ○ 事業継続計画（ＢＣＰ）について、「策定済み」と「策定中」を合わせた回答割合

は１３．９％で、前回調査（平成３１年１～３月期）から０．９ポイント増加した。 
 
 ○ 事業継続計画（ＢＣＰ）について、「策定する予定はない」と回答した企業の割合

は３８．８％であった。策定しない理由は、「具体的な策定方法が分からない」 

  （３６.９％）が最も多く、次いで「人的余裕がない」（３４．７％）、「資金的余裕が

ない」（２８.３％）、「より優先すべき課題がある」（２７．３％）の順となった。 
 
 ○ あれば活用したいＢＣＰ策定や運用に関する支援策については、「補助金等金銭的

な支援」（３３．０％）が最も多く、次いで「事例集や策定手引きの提供」（２９.４％）、

「セミナーの開催」（１８．２％）の順となった。 

 

３ 最低賃金の引上げについて ※令和４年１０月１日から県内最低賃金が９８７円に引き上げられた。 

 ○ 今回の最低賃金引上げに伴う自社における賃金の引上げ状況については、全体では

「最低賃金は上回っていたので、賃金は引き上げていない」（４５.１％）が最も多く、

次いで「最低賃金を上回っていたが、賃金を引き上げた」（２２．２％）、「新たな最

低賃金額を下回っていたので、最低賃金額まで賃金を引き上げた」（１３．５％）の

順となった。 
 
 ○ 今回の最低賃金引上げによる人件費上昇への対応策については、全体では「生産性

の向上」（４０．８％）が最も多く、次いで「価格転嫁」（３６．３％）、「時間外、休

日労働の削減」（２２.５％）の順となった。 
 
 ○ 今回の最低賃金引上げによる経営への影響については、全体では「多少は負担にな

っている」（３７．１％）が最も多く、次いで「大いに負担となっている」（２１．９％）、

「どちらとも言えない」（２０．６％）、「負担になっていない」（２０．４％）の順と

なった。 
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 特別調査事項   

１ 新型コロナウイルス感染症の影響について 

（１）感染症の経営への影響（回答数１，３９７社・単一回答） 

   ○ 感染症の経営への影響について聞いたところ、全体では「マイナスの影響が続いて

いる」（４２．６％）が最も多く、「今後マイナスの影響が出る見込み」（５．４％）と

合わせると、４８．０％となった。 

 

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 業種別にみると、「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」と回答した企業の

割合は、製造業では２４．３％、非製造業では１９．８％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

経営への影響/全体（単一回答） 

経営への影響/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

42.6%

46.5%

39.6%

5.4%

4.0%

6.5%

21.8%

24.3%

19.8%

16.9%

14.3%

18.8%

13.3%

10.8%

15.2%

全 体

(n=1,397)

製造業

(n=600)

非製造業

(n=797)

マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み

影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 マイナスの影響は出ていない

分からない

マイナスの影響

が続いている

42.6%

今後マイナスの影

響が出る見込み

5.4%

影響はあったが、既に

コロナ前の水準に回復

21.8%

マイナスの影響は

出ていない

16.9%

分からない

13.3%
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51.0%

54.5%
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50.0%

61.5%
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49.0%
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29.0%

48.2%

50.9%

39.0%

27.4%

45.2%

59.5%

25.5%

36.8%

27.8%

46.7%
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3.0%

12.5%

4.0%

2.6%

4.3%

5.9%
1.6%

4.3%
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0.0%
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7.4%

2.7%

9.8%

8.8%

11.1%

2.4%

15.7%

18.2%

12.5%

22.0%

23.1%

19.6%

13.7%

34.4%

39.1%

21.4%

34.0%

23.7%

22.3%

18.0%

18.9%

19.6%

22.8%

16.7%

20.7%

13.7%

6.1%

12.5%

12.0%

5.1%

17.4%

19.6%

16.4%

15.9%

12.5%

11.3%

22.0%

21.0%

15.1%

5.4%

41.2%

19.3%

22.2%

17.8%

13.7%

18.2%

6.3%

12.0%

7.7%

13.0%

11.8%

6.6%

11.6%

16.1%

3.8%

10.2%

22.3%

14.3%

13.5%

3.9%

12.3%

22.2%

12.4%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み

影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 マイナスの影響は出ていない

分からない

 【参考】過去調査との比較（※令和３年６月調査から回答項目を追加） 
   ○ 前回調査（令和４年１０～１２月期）と比較すると、「マイナスの影響が続いている」

と「今後マイナスの影響が出る見込み」を合わせた回答割合は、８．４ポイント減少

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

   ○ 経営への影響について、「マイナスの影響が続いている」と回答した企業の業種をみ

ると、製造業では「印刷業」（６１．５％）、「家具・装備品」（５６．３％）、「繊維工

業」（５４．５％）で回答割合が高く、非製造業では「飲食店」（５９．５％）、「サービ

ス業」（４６．７％）、「卸売・小売業」（４５．２％）で回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営への影響/業種詳細（単一回答） 

経営への影響/全体/過去調査との比較（単一回答） 

 
【
製
造
業
】 

 

【
非
製
造
業
】 

(n=600) 

(n=797) 

68.5%

64.8%

67.1%

56.6%

62.8%

51.8%

58.6%

53.8%

53.5%

47.6%

42.6%

15.1%

14.0%

11.2%

12.1%

11.0%

10.5%

9.5%

9.6%

9.0%

8.8%

5.4%

11.1%

9.4%

13.6%

8.6%

11.6%

11.5%

14.3%

21.8%

9.5%

11.7%

14.0%

13.2%

10.8%

14.9%

13.4%

14.3%

14.2%

15.3%

16.9%

7.0%

9.6%

7.7%

7.1%

6.0%

9.1%

10.0%

10.8%

11.8%

14.0%

13.3%

R2.9月調査…

R2.12月調査…

R3.3月調査…

R3.6月調査…

R3.9月調査…

R3.12月調査…

R4.3月調査…

R4.6月調査…

R4.9月調査…

R4.12月調査…

R5.3月調査…

マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み
影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 マイナスの影響は出ていない
分からない
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   ○ 「マイナスの影響が続いている」と回答した企業を規模別にみると、全体では規模が

大きくなるほど回答割合が減少する傾向がみられた。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）経営への影響の内容(見込み含む)（回答数：６５０社・複数回答）  

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」

と回答した６７１社のうち６５０社の回答割合 

   

  ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナ

スの影響が出る見込み」と回答した企業に、感染症の影響の内容（見込み含む）につ

いて聞いたところ、全体では「受注・売上げの減少」（８５．７％）が最も多く、次い

で「商品、部品等の仕入れ困難」（３０．８％）、「イベント、商談会の中止・延期」    

（１４．５％）、「営業自粛（時間短縮含む）」（１２．３％）の順となった。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

経営への影響/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

影響の内容/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

31.7%

41.8%

37.9%

40.7%

39.1%

35.5%

50.0%

53.1%

36.1%

38.4%

43.8%

44.5%

5.0%

7.1%

6.5%

6.3%

4.6%

4.1%

1.9%

6.2%

4.8%

5.5%

4.3%

6.3%

26.7%

25.5%

22.4%

16.1%

33.3%

37.2%

23.3%

13.0%

30.6%

32.0%

22.9%

15.2%

26.7%

17.3%

20.1%

17.8%

17.2%

14.9%

14.6%

11.9%

21.1%

16.0%

17.4%

16.0%

10.0%

8.2%

13.1%

19.0%

5.7%

8.3%

10.2%

15.8%

7.5%

8.2%

11.7%

18.1%

非製造業

（n=782）

製造業

（n=591）

全体

（n=1.373）

マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み 影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復

マイナスの影響は出ていない 分からない

１～５人（n=177）

６～２０人（n=206）

２１～５０人（n=121）

５１人以上（n=87）

１～５人（n=410）

６～２０人（n=214）

２１～５０人（n=98）

５１人以上（n=60）

１～５人（n=587）

６～２０人（n=420）

２１～５０人（n=219）

５１人以上（n=147）

85.7%

30.8%

14.5%

12.3%

5.1%

2.9%

2.9%

0.6%

4.2%

89.0%

32.4%

10.7%

11.7%

2.0%

1.0%

3.3%

1.0%

2.7%

82.9%

29.3%

17.7%

12.8%

7.7%

4.6%

2.6%

0.3%

5.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

受注・売上げの減少

商品、部品等の仕入れ困

難

イベント、商談会の中止・

延期

営業自粛（時間短縮含

む）

日本人客の減少

入金等の遅延

外国人客の減少

海外拠点等の停止・縮小

その他

全体

製造業

非製造業
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（３）今期１～３月期の売上げ減少見込み（前年同期比）(回答数：６３９社・単一回答) 

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」

と回答した６７１社のうち６３９社の回答割合 

 

  ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナ

スの影響が出る見込み」と回答した企業に、今期（１～３月期）の売上げは前年同期

（令和４年１～３月期）と比べてどのくらい減少する見込みか聞いたところ、全体で

は「変わらない」(１８．０％)の回答割合が最も高かった。 

  

  ○ ５０％以上売上げが減少する見込みと回答した企業の割合は、全体では１７．２％

（前回調査比＋１．６ポイント）であった。 

 

  ○ 業種別では、製造業（１７．４％）の方が非製造業（１７．１％）よりも、５０％

以上売上げが減少する見込みと回答した企業の割合が高かった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 今期１～３月期の売上げが前年同期と比べて５０％以上減少する見込みと回答した業

種をみると、製造業では「一般機械器具」(３４．６％)、「印刷業」（２４．０％）、「化学

工業」(２２．７％) で回答割合が高く、非製造業では「不動産業」（２９．４％）、「建設業」

（２８．６％）、「飲食店」（２３．８％）で回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今期売上げの減少見込み（前年同期比）/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

今期売上げが５０％以上減少する見込み（前年同期比）/業種別（単一回答） 

1.4%

1.0%

1.7%

3.3%

3.1%

3.5%

4.2%

6.1%

2.6%

3.1%

2.7%

3.5%

5.2%

4.4%

5.8%

3.1%

2.4%

3.8%

8.9%

10.9%

7.2%

11.4%

11.3%

11.6%

17.1%

19.5%

15.0%

15.6%

13.0%

17.9%

18.0%

18.4%

17.6%

8.6%

7.2%

9.8%

全 体

(n=639)

製造業

(n=293)

非製造業

(n=346)

80～89%減 70～79%減 60～69%減 
50～59%減 90%以上減 

50%以上減少見込み 17.2％ 

20～29%減 30～39%減 40～49%減 

      10～

10～19%減 10％未満減 変わらない 増加する見込み 

14.3%
11.1%

14.3%

22.2% 24.0% 22.7%

11.1% 11.5%9.1%
14.8%16.7%

34.6%
28.6%

13.3%

23.8% 22.2%

4.0%

29.4%

14.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
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（４）今期１～３月期の売上げ減少見込み(３年前同期比)(回答数：５６２社・単一回答) 

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」

と回答した６７１社のうち５６２社の回答割合 

 

  ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイ   

ナスの影響が出る見込み」と回答した企業に、今期（１～３月期）の売上げは３年前

同期（令和２年１～３月期）と比べてどのくらい減少する見込みか聞いたところ、全

体では「１０～１９％減」（１７．６％）の回答割合が最も高かった。 

 

  ○ ５０％以上売上げが減少する見込みと回答した企業の割合は、全体では２４．７％（前

回調査比＋３．２ポイント）であった。 

 

    ○ 業種別では、製造業（２５．８％）の方が非製造業（２３．９％）よりも、５０％

以上売上げが減少する見込みと回答した企業の割合が高かった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 今期１～３月期の売上げが３年前同期と比べて５０％以上減少する見込みと回答し

た業種をみると、製造業では「一般機械器具」（４０．９％）、「印刷業」（４０．０%）、「家具・

装備品」（３５．３％）で回答割合が高く、非製造業では、「不動産業」（４０．０％）、「建

設業」（３２．４％）、「飲食店業」（２６．３％）で回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今期売上げの減少見込み（３年前同期比）/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

今期売上げが５０％以上減少する見込み（３年前同期比）/業種別（単一回答） 

1.8%

2.0%

1.6%

3.4%

3.9%

2.9%

6.6%

6.6%

6.5%

4.1%

3.5%

4.6%

8.9%

9.8%

8.2%

4.3%

4.7%

3.9%

8.9%

9.4%

8.5%

15.8%

17.2%

14.7%

17.6%

18.0%

17.3%

12.1%

11.7%

12.4%

8.2%

7.4%

8.8%

8.4%

5.9%

10.5%

全 体

(n=562)

製造業

(n=256)

非製造業

(n=306)

80～89%減 
70～79%減 

60～69%減 50～59%減 90%以上減 

50%以上減少見込み 24.7％ 

20～29%減 30～39%減 40～49%減 10～19%減 10％未満減 変わらない 増加する見込み 

11.5%

31.3%
35.3%

29.2%

40.0%

23.8%
18.2%

30.4%

15.8%17.4%
21.7%

40.9%

32.4%

23.1% 26.3%
22.2%

9.1%

40.0%

21.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
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（５）来期４～６月期の資金繰りへの影響（回答数：５４５社・単一回答） 

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」

と回答した６７１社のうち５４５社の回答割合 
 

   ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナ

スの影響が出る見込み」と回答した企業に、現在の状況が続いた場合に来期（４～６

月期）の資金繰りへの影響について聞いたところ、全体では「影響がある」が 

    ５４．５％、「影響はない」は２０．６％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  【参考】過去調査との比較 

   ○ 前回調査（令和４年１０～１２月期）と比較すると、「影響がある」と回答した割合

は５．５ポイント増加した。一方で、「影響はない」の回答割合は４．９ポイント減

少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 規模別にみると、全体及び非製造業では、規模が大きくなるほど、「影響はない」の

回答割合が高くなる傾向が見られた。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金繰りへの影響/全体・製造業・非製造業(単一回答) 

資金繰りへの影響/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

資金繰りへの影響/全体 /過去調査との比較(単一回答) 

54.5%

54.6%

54.4%

20.6%

22.5%

18.9%

25.0%

22.9%

26.7%

全 体

(n=545)

製造業

(n=249)

非製造業

(n=296)

影響がある 影響はない 分からない

70.3%

54.0%

57.3%

54.0%

55.8%

53.0%

57.5%

51.9%

56.1%

49.0%

54.5%

13.2%

25.0%

24.5%

22.5%

21.8%

23.2%

21.3%

23.4%

21.7%

25.5%

20.6%

16.5%

21.0%

18.2%

23.5%

22.4%

23.8%

21.2%

24.7%

22.1%

25.5%

25.0%

R2.6月調査…

R2.12月調査…

R3.3月調査…

R3.6月調査…

R3.9月調査…

R3.12月調査…

R4.3月調査…

R4.6月調査…

R4.9月調査…

R4.12月調査…

R5.3月調査…

影響がある 影響はない 分からない

37.5%

41.5%

61.3%

57.1%

51.6%

60.5%

56.3%

50.0%

46.8%

51.2%

58.7%

54.5%

37.5%

31.7%

20.0%

12.8%

29.0%

25.6%

16.3%

24.4%

31.9%

28.6%

18.1%

17.1%

25.0%

26.8%

18.7%

30.1%

19.4%

14.0%

27.5%

25.6%

21.3%

20.2%

23.2%

28.5%

非製造業

（n=288）

製造業

（n=244）

全体

（n=532）

影響がある 影響はない 分からない

１～５人（n=90）

６～２０人（n=80）

２１～５０人（n=43）

５１人以上（n=31）

１～５人（n=156）

６～２０人（n=75）

２１～５０人（n=41）

５１人以上（n=16）

１～５人（n=246）

６～２０人（n=155）

２１～５０人（n=84）

５１人以上（n=47）
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   ○ 来期の資金繰りへの影響について、「影響がある」と回答した企業の業種をみると、

製造業では、「家具・装備品」（６６．７％）、「食料品製造」（６４．０％）、「パルプ・紙・

紙加工品」（６２．５％）で回答割合が高く、非製造業では「飲食店」(７３．７％)、

「サービス業」（６２．５％）、「不動産業」（６０．０％）で回答割合が高かった。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金繰りへの影響/業種詳細（単一回答） 

64.0%

53.3%

66.7%

62.5%

60.0%

42.1%

52.2%

52.4%

37.5%

45.8%

60.9%

52.4%

43.2%

51.3%

73.7%

44.4%

50.0%

60.0%

62.5%

16.0%

26.7%

16.7%

4.2%

15.0%

26.3%

34.8%

23.8%

43.8%

25.0%

17.4%

28.6%

13.5%

25.7%

0.0%

38.9%

22.7%

6.7%

12.5%

20.0%

20.0%

16.7%

33.3%

25.0%

31.6%

13.0%

23.8%

18.8%

29.2%

21.7%

19.0%

43.2%

23.0%

26.3%

16.7%

27.3%

33.3%

25.0%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

影響がある 影響はない 分からない

 

【
製
造
業
】 

(n=249) 

 

【
非
製
造
業
】 

(n=296) 
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２ 事業継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan）の策定について 

（１）事業継続計画（ＢＣＰ）の策定状況（回答数：１，３４９社・単一回答）  

  ○ ＢＣＰの策定状況について聞いたところ、全体では「策定済み」（７．８％）と「策定中」 

（６．１％）を合わせた回答割合は１３.９％であった。前回調査（平成３１年１～３月期）

と比較すると、０.９ポイント増加している。 

     

  ○ 業種別にみると、製造業では「策定済み」（１２．１％）と「策定中」（８．３％）を合

わせた回答割合は２０.３％であった。 

 

  ○ 非製造業では「策定済み」（４．６％）と「策定中」（４．４％）を合わせた回答割合は

９．０％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  【比較】過去調査との比較 

   ○ 前回調査（平成３１年１～３月期）と比べると、「策定済み」と「策定中」を合わせた

回答割合は、０．９ポイント増加した。 

   ○ 一方、「ＢＣＰとは何かを知らない」と回答した割合は、前回調査から２．５ポイント増

加した。 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＣＰ策定状況/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

ＢＣＰ策定状況の推移（全体） ＢＣＰ認知度の推移（全体） 

8.3％ 

13.0％ 

1.3％ 

全体

（H19.12）

全体

（H28.12）

全体

（H31.3）

全体

（R5.3）

策定中 0.7% 4.4% 6.4% 6.1%

策定済み 0.6% 3.9% 6.6% 7.8%

策定済み

0.6%

策定済み

3.9%

策定済み

6.6%

策定済み

7.8%策定中

0.7%

策定中
4.4%

策定中

6.4%

策定中

6.1%

1.3％ 

13.0％ 

8.3％ 

13.9％ 

7.8%

12.1%

4.6%

6.1%

8.3%

4.4%

21.9%

23.3%

20.9%

38.8%

35.2%

41.6%

25.4%

21.2%

28.5%

全 体

（n=1,349)

製造業

(n=580)

非製造業

(n=769)

策定済み 策定中 策定を検討中 策定する予定はない BCPとは何かを知らない

52.2%

43.6%

22.9% 25.4%

全体

（H19.12）

全体

（H28.12）

全体

（H31.3）

全体

（R5.3）

BCPとは何かを知らない
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   ○ ＢＣＰについて「策定済み」、「策定中」、「策定を検討中」を合わせた回答割合を業種別

にみると、製造業では「化学工業」（５７．８％）、「鉄鋼業・非鉄金属」（５２．５％）、「プ

ラスチック製品」（５１．１％）で、非製造業では、「運輸業」（５２．８％）、「情報サー

ビス業」（５１．０％）で回答割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 規模別にみると、製造業、非製造業とも、「策定済み」と「策定中」を合わせた回答割合

が、規模が大きいほど高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

ＢＣＰ策定状況/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

12.1%

10.2%

3.8%

2.6%

32.2%

14.9%

8.5%

4.2%

24.1%

12.8%

6.1%

3.0%

8.6%

7.1%

5.8%

1.8%

18.4%

9.9%

8.5%

1.8%

14.5%

8.7%

7.1%

1.8%

37.9%

30.6%

27.9%

12.8%

21.8%

35.5%

25.4%

12.5%

28.3%

33.3%

26.7%

12.7%

25.9%

35.7%

37.5%

47.2%

24.1%

33.1%

35.3%

42.9%

24.8%

34.2%

36.4%

45.9%

15.5%

16.3%

25.0%

35.7%

3.4%

6.6%

22.4%

38.7%

8.3%

11.0%

23.7%

36.6%

非製造業

（n=756）

製造業

（n=577）

全体

（n=1,333）

策定済み 策定中 策定を検討中 策定する予定はない BCPとは何かを知らない

１～５人（n=168）

６～２０人（n=201）

２１～５０人（n=121）

５１人以上（n=87）

１～５人（n=560）

６～２０人（n=409）

２１～５０人（n=219）

５１人以上（n=145）

１～５人（n=392）

６～２０人（n=208）

２１～５０人（n=98）

５１人以上（n=58）

ＢＣＰ策定状況/業種詳細（単一回答） 

10.4%

12.9%

6.7%

4.1%

5.1%

11.1%

17.8%

11.5%

18.8%

7.1%

21.6%

12.5%
0.7%

4.6%

5.6%

12.2%

13.2%

3.8%

3.0%

6.3%

3.2%
0.0%

4.1%

5.1%

15.6%

6.7%

13.1%

8.7%

10.7%

11.8%

7.1%

5.9%

3.8%

0.0%

4.1%

5.7%

1.9%

5.4%

25.0%

22.6%

20.0%

24.5%

30.8%

31.1%

26.7%

27.9%

15.9%

30.4%

13.7%

14.3%

19.7%

18.0%

25.0%

34.7%

34.0%

21.2%

17.5%

37.5%

29.0%

36.7%

46.9%

35.9%

22.2%

37.8%

31.1%

37.7%

35.7%

33.3%

35.7%

42.8%

42.1%

36.1%

42.9%

28.3%

48.1%

42.8%

20.8%

32.3%

36.7%

20.4%

23.1%

20.0%

11.1%

16.4%

18.8%

16.1%

19.6%

30.4%

30.9%

31.4%

33.3%

6.1%

18.9%

25.0%

31.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

策定済み 策定中 策定を検討中 策定する予定はない BCPとは何かを知らない

 

【
製
造
業
】 

(n=580) 

 

【
非
製
造
業
】 

(n=769) 
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（２）事業継続に重大な影響を与えるリスク（回答数：４７３社・複数回答） 

  ※ （１）で「策定済みである」又は「策定中である」又は「策定を検討中である」と回

答した４８３社のうち４７３社の回答割合 

 

   ○ （１）で「策定済みである」又は「策定中である」又は「策定を検討中である」と

回答した企業に、事業継続に重大な影響を与えるリスクについて聞いたところ、全体

では「地震」（６４．３％）が最も多く、次いで「火災」（４６．７％）、「設備故

障」（４０.０％）、「水害」（３５．９％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大な影響を与えるリスク/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

64.3%

46.7%

40.0%

35.9%

33.8%

33.6%

33.4%

30.2%

26.6%

23.3%

18.0%

3.2%

70.3%

50.6%

47.8%

39.4%

30.9%

32.5%

31.7%

27.7%

22.5%

20.5%

15.7%

2.0%

57.6%

42.4%

31.3%

32.1%

37.1%

34.8%

35.3%

33.0%

31.3%

26.3%

20.5%

4.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

地震

火災

設備故障

水害

システム障害

その他の自然災害

感染症（新型コロナウイルス感染症等）

取引先の倒産

経営者の入院等による長期不在

情報セキュリティ上のリスク

戦争やテロ（国際情勢や地理的条件による

本社・海外拠点への影響等）

その他

全 体
(n=473)

製造業

(n=249)

非製造業
(n=224)
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（３）策定済み及び策定予定の事業継続計画（ＢＣＰ）の種類（内容） 

                           （回答数：４０８社・複数回答） 

  ※ （１）で「策定済みである」又は「策定中である」又は「策定を検討中である」と回

答した４８３社のうち４０８社の回答割合 

 

   ○ （１）で「策定済みである」又は「策定中である」又は「策定を検討中である」と

回答した企業に、策定済み及び策定予定の事業継続計画（ＢＣＰ）の種類（内容）に

ついて聞いたところ、全体では「自社で考えた独自のＢＣＰ」（５８．３％）が最も

多く、次いで「事業継続力強化計画」（２３．０％）、「中小企業版ＢＣＰ」 

    （２１.１％）の順となった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （注）自社で考えた独自のＢＣＰ…非常時における連絡体制や初期対応、事業の継続方法等を定めた 

                   マニュアルなど  

      事業継続力強化計画…経済産業大臣の認定  

       中小企業庁版ＢＣＰ…中小企業ＢＣＰ策定運用指針を活用した書式  

       国土交通省版ＢＣＰ…国土交通省関東地方整備局が認定する「建設会社における災害時の事業継続力 

                認定」 

       ＩＳＯ２２３０１ …事業継続マネジメントシステム（ＢＣＭＳ）に関する国際規格 

      レジリエンス認証…内閣官房国土強靭化推進室のガイドラインに基づく認証制度  

 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＣＰの種類（内容）/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

58.3%

23.0%

21.1%

2.7%

1.2%

0.5%

5.4%

57.1%

25.4%

20.5%

0.4%

1.3%

0.0%

5.4%

59.8%

20.1%

21.7%

5.4%

1.1%

1.1%

5.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

自社で考えた独自のBCP

事業継続力強化計画

中小企業庁版BCP

国土交通省版BCP

ISO22301

レジリエンス認証

その他

全 体
(n=408) 

製造業

(n=224)

非製造業
(n=184)
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（４）事業継続計画（ＢＣＰ）策定の進め方（回答数：３８４社・単一回答） 

  ※ （１）で「策定済みである」又は「策定中である」又は「策定を検討中である」と回

答した４８３社のうち３８４社の回答割合 

 

   ○ （１）で「策定済みである」又は「策定中である」又は「策定を検討中である」と

回答した企業に、どのようにＢＣＰ策定を進めたか（予定を含む）聞いたところ、全

体では「自社で作成」（６６．１％）が最も多く、次いで「公的な支援機関の支援を

受けながら策定」（１９．０％）、「民間のコンサルタント等の支援を受けながら策

定」（１４．８％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）事業継続計画（ＢＣＰ）策定に至ったきっかけ（回答数：３８２社・複数回答） 

  ※ （１）で「策定済みである」又は「策定中である」又は「策定を検討中である」と回

答した４８３社のうち３８２社の回答割合 

 

   ○ （１）で「策定済みである」又は「策定中である」又は「策定を検討中である」と

回答した企業に、ＢＣＰを策定することに至ったきっかけは何か聞いたところ、全体

では「自然災害/感染症拡大のリスクに備える必要性を感じたため」（６４．７％）

が最も多く、次いで「取引先、関連企業からの働き掛けを受けたため」（２１．５％）、

「策定によって受けられる優遇措置等にメリットを感じたため」（１２．８％）の順

となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＣＰ策定の進め方/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

事業継続計画（ＢＣＰ）策定に至ったきっかけ/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

64.7%

21.5%

12.8%

11.5%

6.0%

63.2%

25.5%

11.8%

8.0%

6.1%

66.5%

16.5%

14.1%

15.9%

5.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

自然災害／感染症拡大の

リスクに備える必要性を感

じたため

取引先、関連企業からの

働き掛けを受けたため

策定によって受けられる優

遇措置等にメリットを感じた

ため

自然災害／感染症拡大の

経験があり、必要性を感じ

たため

その他

全 体
(n=382) 
製造業
(n=212)
非製造業
(n=170)

66.1%

19.0%

14.8%

69.5%

16.2%

14.3%

62.1%

22.4%

15.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

自社で作成

公的な支援機関の支援を

受けながら策定

民間のコンサルタント等の

支援を受けながら策定

全 体
(n=384)   
製造業
(n=210)   
非製造業
(n=174)



- 35 - 埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年１～３月期） 

（６）事業継続計画（ＢＣＰ）を策定しない理由（回答数：５０２社・複数回答） 

  ※ （１）で「策定する予定はない」と回答した５２４社のうち５０２社の回答割合 

 

   ○ （１）で「策定する予定はない」と回答した企業に、策定しない理由を聞いたとこ

ろ、「具体的な策定方法が分からない」（３６.９％）が最も多く、次いで「人的余裕

がない」（３４．７％）、「資金的余裕がない」（２８.３％）、「より優先すべき課題が

ある」（２７．３％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＣＰを策定しない理由/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

ＢＣＰを策定しない理由/全体・製造業・非製造業/規模別（複数回答） 

36.9%

34.7%

28.3%

27.3%

22.7%

19.7%

18.3%

2.2%

42.0%

37.5%

31.0%

32.0%

28.5%

19.5%

12.5%

3.0%

33.4%

32.8%

26.5%

24.2%

18.9%

19.9%

22.2%

1.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

具体的な策定方法が分か

らない

人的余裕がない

資金的余裕がない

より優先すべき課題がある

時間的余裕がない

具体的なメリットが感じられ

ない

取引上必要がない

その他

全 体
(n=502) 

製造業
(n=200)

非製造業
(n=302)

26.7%

45.7%

39.2%

29.1%

28.6%

57.5%

49.3%

30.0%

27.8%

52.0%

44.1%

29.3%

33.3%

37.1%

37.8%

29.7%

38.1%

35.0%

42.0%

34.3%

36.1%

36.0%

39.9%

31.0%

6.7%

14.3%

35.1%

27.3%

28.6%

17.5%

43.5%

27.1%

19.4%

16.0%

39.2%

27.3%

26.7%

51.4%

27.0%

18.0%

47.6%

30.0%

42.0%

18.6%

38.9%

40.0%

34.3%

18.2%

13.3%

25.7%

29.7%

13.4%

42.9%

27.5%

34.8%

18.6%

30.6%

26.7%

32.2%

14.9%

33.3%

17.1%

13.5%

20.9%

14.3%

22.5%

14.5%

24.3%

22.2%

20.0%

14.0%

21.9%

13.3%

2.9%

17.6%

29.1%

19.0%

7.5%

10.1%

15.7%

16.7%

5.3%

14.0%

25.2%

6.7%

2.9%

0.0%

1.2%

0.0%

0.0%

1.4%

7.1%

2.8%

1.3%

0.7%

2.9%

非製造業

（n=296）

製造業

（n=200）

全体

（n=496）

１～５人（n=70）

６～２０人（n=69）

２１～５０人（n=40）

５１人以上（n=21）

１～５人（n=242）

６～２０人（n=143）

２１～５０人（n=75）

５１人以上（n=36）

１～５人（n=172）

６～２０人（n=74）

２１～５０人（n=35）

５１人以上（n=15）

具体的なメリットが感じられない具体的な策定方法がわからない 人的余裕がない 資金的余裕がない

時間的余裕がない

より優先すべき課題がある

取引上必要がない

その他



- 36 - 埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年１～３月期） 

（７）活用したい支援策（回答数：１，２６１社・複数回答） 

   ○ あれば活用したいＢＣＰ策定や運用に関する支援策については、「補助金等金銭的な

支援」（３３．０％）が最も多く、次いで「事例集や策定手引きの提供」（２９.４％）、

「セミナーの開催」（１８．２％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あれば活用したい支援策/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

33.0%

29.4%

18.2%

9.4%

6.5%

0.6%

38.0%

35.7%

30.3%

17.8%

9.6%

7.4%

0.4%

34.6%

31.0%

28.7%

18.4%

9.3%

5.9%

0.7%

40.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

補助金等金銭的な支援

事例集や策定手引きの提供

セミナーの開催

専門家によるコンサルティング

企業間での情報交換の機会

その他

特になし

全 体

(n=1,261)

製造業

(n=544)

非製造業

(n=717)
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３．最低賃金の引上げについて   
（１）今回※の最低賃金引上げに伴う自社における賃金の引上げ状況 

   ※令和４年１０月１日から県内最低賃金が９８７円に引き上げられました。 

   （回答数：１，３２８社・単一回答） 

 

  ○ 今回の県内最低賃金引上げに伴う自社における賃金引上げ状況について聞いたとこ

ろ、全体では「最低賃金は上回っていたので、賃金は引き上げていない」（４５.１％）が

最も多く、次いで「最低賃金を上回っていたが、賃金を引き上げた」（２２．２％）、

「新たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額まで賃金を引き上げた」 

   （１３．５％）の順となった。 

  

   ○ 業種別では、「最低賃金は上回っていたので、賃金は引き上げていない」の回答割

合は非製造業が製造業を上回ったが、「新たな最低賃金額を下回っていたので、最低

賃金額まで賃金を引き上げた」、「新たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金

額を超えて賃金を引き上げた」及び「最低賃金を上回っていたが、賃金を引き上げた」

の回答割合は、製造業が非製造業を上回った。 

 

 

 

  

賃金の引上げ状況/全体・製造業・非製造業(単一回答) 

13.5%

16.1%

11.5%

10.2%

13.7%

7.5%

22.2%

23.6%

21.2%

45.1%

40.2%

48.9%

9.0%

6.4%

11.1%

全 体
(n=1,328)

製造業
(n=577)

非製造業
(n=751)

新たな最低賃金額を下回っていたので、
最低賃金額まで賃金を引き上げた

新たな最低賃金額を下回っ
ていたので、最低賃金額を
超えて賃金を引き上げた その他

最低賃金を上回っ
ていたが、賃金を引
き上げた

最低賃金は上回ってい
たので、賃金は引き上
げていない
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 【従業員規模別】 

  ○ 製造業、非製造業とも、規模が大きくなるほど「新たな最低賃金額を下回っていた

ので、最低賃金額まで賃金を引き上げた」及び「新たな最低賃金額を下回っていたの

で、最低賃金額を超えて賃金を引き上げた」の回答割合が高くなった。 

 

賃金の引上げ状況/全体・製造業・非製造業/規模別(単一回答) 

28.8%

17.3%

9.6%

8.0%

30.2%

14.9%

13.9%

12.7%

29.7%

16.0%

11.7%

9.4%

18.6%

9.2%

8.2%

4.3%

16.3%

15.7%

14.4%

9.7%

17.2%

12.8%

11.2%

5.9%

20.3%

26.5%

32.7%

13.9%

29.1%

32.2%

24.3%

13.9%

25.5%

29.7%

28.5%

13.9%

32.2%

45.9%

44.2%

55.7%

20.9%

34.7%

44.6%

49.1%

25.5%

39.7%

44.4%

53.7%

0.0%

1.0%

5.3%

18.1%

3.5%

2.5%

3.0%

14.5%

2.1%

1.8%

4.1%

17.0%

非製造業

（n=740）

製造業

（n=574）

全体

（n=1,314）

１～５人（n=165）

６～２０人（n=202）

２１～５０人（n=121）

５１人以上（n=86）

新たな最低賃金額を下回っていたので、
最低賃金額まで賃金を引き上げた

新たな最低賃金額を下回っ
ていたので、最低賃金額を
超えて賃金を引き上げた

最低賃金を上回っていた
が、賃金を引き上げた

最低賃金は上回っていたの
で、賃金は引き上げていない

その他

１～５人（n=375）

６～２０人（n=208）

２１～５０人（n=98）

５１人以上（n=59）

１～５人（n=540）

６～２０人（n=410）

２１～５０人（n=219）

５１人以上（n=145）
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（２）最低賃金引上げによる人件費上昇への対応策（回答数：３０６社・複数回答） 

 ※ （１）で「新たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額まで賃金を引き上げた」 

  又は「新たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額を超えて賃金を引き上げた」 

  と回答した３１４社のうち３０６社の回答割合 

 

  ○ （１）で「新たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額まで賃金を引き上げ

た」又は「新たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額を超えて賃金を引き上

げた」と回答した企業に、今回の最低賃金引上げによる人件費上昇への対応策につい

て聞いたところ、全体では「生産性の向上」（４０．８％）が最も多く、次いで「価

格転嫁」（３６．３％）、「時間外、休日労働の削減」（２２.５％）の順となった。 

 

   ○ 業種別では、「生産性の向上」と回答した企業の割合は、製造業（４８．８％）が 

    非製造業（３０．９％）よりも１７.９ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

人件費上昇への対応策/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

40.8%

36.3%

22.5%

19.6%

10.5%

8.8%

6.2%

5.2%

4.9%

4.9%

2.9%

2.9%

1.0%

1.0%

22.9%

48.8%

38.8%

21.8%

20.0%

7.1%

7.6%

6.5%

3.5%

3.5%

5.9%

3.5%

1.8%

1.2%

0.6%

22.9%

30.9%

33.1%

23.5%

19.1%

14.7%

10.3%

5.9%

7.4%

6.6%

3.7%

2.2%

4.4%

0.7%

1.5%

22.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

生産性の向上

価格転嫁

時間外、休日労働の削減

経費削減（仕入れコスト、広告宣伝費、

交際費など人件費以外）

役員報酬の削減

設備投資の抑制

採用の抑制

福利厚生費の削減

正社員の削減

国の助成金の利用

外部人材の活用、業務の外注化

非正規社員の削減（シフト削減含む。）

正社員採用の予定を非正規社員採用に

切替え

その他

特になし

全 体
(n=306)

製造業
(n=170)

非製造業
(n=136)
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（３）最低賃金引上げによる経営への影響（回答数：１，３４７社・単一回答） 

 

  ○ 今回の最低賃金引上げによる経営への影響について聞いたところ、全体では「多少

は負担になっている」（３７．１％）が最も多く、次いで「大いに負担となっている」

（２１．９％）、「どちらとも言えない」（２０．６％）、「負担になっていない」

（２０．４％）の順となった。 

 

  ○ 「大いに負担になっている」と「多少は負担になっている」を合わせた企業の割 

合は、５９.０％であった。 

  

   ○ 業種別では、「大いに負担になっている」と「多少は負担になっている」を合わせ

た企業の割合は、製造業（６１．４％）が非製造業（５７．２％）よりも４．２ポイ

ント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【従業員規模別】 

  ○ 全体及び非製造業では、規模が大きくなるほど、「大いに負担になっている」と「多少

は負担になっている」を合わせた回答割合は高くなった。 

 

 

 

経営への影響/全体・製造業・非製造業(単一回答) 

経営への影響/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

21.9%

23.5%

20.7%

37.1%

37.9%

36.5%

20.4%

21.1%

19.9%

20.6%

17.5%

22.9%

全 体
(n=1,347)

製造業
(n=588)

非製造業
(n=759)

大いに負担になっている 多少は負担になっている 負担になっていない どちらとも言えない

23.3%

27.3%

27.5%

14.3%

20.7%

27.0%

26.1%

19.1%

21.8%

27.1%

26.8%

15.8%

51.7%

42.4%

36.5%

33.3%

62.1%

35.2%

38.9%

26.6%

57.8%

38.5%

37.7%

31.2%

18.3%

18.2%

14.7%

23.3%

12.6%

22.1%

19.7%

26.0%

15.0%

20.4%

17.1%

24.1%

6.7%

12.1%

21.3%

29.1%

4.6%

15.6%

15.3%

28.3%

5.4%

14.0%

18.4%

28.9%

非製造業

（n=748）

製造業

（n=585）

全体

（n=1,333）

大いに負担になっている 多少は負担になっている 負担になっていない どちらとも言えない

１～５人（n=173）

６～２０人（n=203）

２１～５０人（n=122）

５１人以上（n=87）

１～５人（n=378）

６～２０人（n=211）

２１～５０人（n=99）

５１人以上（n=60）

１～５人（n=551）

６～２０人（n=414）

２１～５０人（n=221）

５１人以上（n=147）
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（４）必要な行政支援（回答数：１，３４３社・複数回答） 

 

  ○ 最低賃金引上げへの対応のために必要な行政支援について聞いたところ、全体では

「税・社会保険料の軽減」（６５．７％）が最も多く、次いで「助成金の拡充」 

   （３３．４％）、「取引価格適正化への支援」（２１．２％）、「融資等の資金繰り

支援」（１６.０％）の順となった。 

  

   ○ 業種別にみると、「助成金の拡充」、「取引価格適正化への支援」及び「生産性向

上への支援」で、製造業の回答割合が非製造業の回答割合を上回ったが、「人材育成、

教育への支援」については、非製造業の回答割合が製造業の回答割合を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要な行政支援/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

65.7%

33.4%

21.2%

16.0%

13.8%

11.0%

3.6%

1.6%

2.2%

15.6%

66.0%

36.3%

26.5%

15.5%

17.9%

9.1%

3.6%

1.5%

2.2%

12.0%

65.4%

31.1%

17.2%

16.4%

10.6%

12.5%

3.7%

1.6%

2.1%

18.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

税・社会保険料の軽減

助成金の拡充

取引価格適正化への支援

融資等の資金繰り支援

生産性向上への支援

人材育成、教育への支援

賃上げ実施企業の好事例の周知

専門家の派遣や相談窓口の拡充

その他

特になし

全 体
(n=1,343)

製造業
(n=582)

非製造業
(n=761)
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【特別調査 結果一覧】 

１. 新型コロナウイルス感染症の影響について   

（１）新型コロナウイルス感染症の経営への影響  

1 マイナスの影響が続いている 4２.6％         

3 影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 21.8%  

5 分からない 13.3%               

（２）影響の内容(複数回答) 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ 受注・売上げの減少 85.7%           

３ イベント、商談会の中止・延期 14.5% 

５ 日本人客の減少 5.1%           

７ 外国人客の減少 2.9%       

９ その他 4.2% 

（３）今期(１～３月期)売上げの減少見込み（前年同期比） 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ ９０％以上減 1.4%                  

３ ７０～７９％減 4.2 %               

５ ５０～５９％減  5.2%              

７ ３０～３９％減  8.9%              

９ １０～１９％減 17.1 %             

11 変わらない（前年同期と同じ） 18.0%  

 

          

（４）今期(１～３月期)売上げの減少見込み（３年前同期比） 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ ９０％以上減 1.8%                  

３ ７０～７９％減 6.6 %               

５ ５０～５９％減  8.9%              

７ ３０～３９％減  8.9%              

９ １０～１９％減 17.6 %             

11 変わらない（3 年前同期と同じ）8.2%             

 

（５）来期（4～6 月期）資金繰りへの影響 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ 影響がある 54.5％ ２ 影響はない 20.6％ ３ 分からない 25.0% 

 

  

 ２ ８０～８９％減 3.3 % 

 ４ ６０～６９％減 3.1 % 

 ６ ４０～４９％減  3.1% 

 ８ ２０～２９％減 11.4 % 

10 １０％未満減 15.6 % 

12 増加する見込み 8.6% 

２ 営業自粛（時間短縮含む） 12.3% 

４ 商品、部品等の仕入れ困難 30.8%  

６ 入金等の遅延 2.9% 

８ 海外拠点等の停止・縮小 0.6% 

２ 今後マイナスの影響が出る見込み 5.4% 

４ マイナスの影響は出ていない 16.9%  

 ２ ８０～８９％減 3.4% 

 ４ ６０～６９％減 4.1 % 

 ６ ４０～４９％減  4.3% 

 ８ ２０～２９％減 15.8 % 

10 １０％未満減 12.1 % 

12 増加する見込み 8.4% 
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２.  事業継続計画（ＢＣＰ）の策定について                    

（１）事業継続計画（ＢＣＰ）の策定状況 

１ 策定済みである 7.8% ２ 策定中である 6.1％  

３ 策定を検討中である 21.9% ４ 策定する予定はない 38.8％ 

５ ＢＣＰとは何かを知らない 25.4％ 

（２）貴社にとって事業継続に重大な影響を与えるリスク(複数回答) 

 ※（１）で「策定済みである」又は「策定中である」又は「策定を検討中である」と回答した企業 

１ 地震 64.3% ２ 水害 35.9％ 

３ その他の自然災害 33.6％ ４ 火災 46.7% 

５ 設備故障 40.0% ６ システム障害 33.8% 

７ 感染症（新型コロナウイルス感染症等）33.4％ ８ 情報セキュリティ上のリスク 23.3% 

９ 経営者の入院等による長期不在 26.6% 

10 戦争やテロ（国際情勢や地理的条件による本社・海外拠点への影響等） 18.0％     

11 取引先の倒産 30.2% 12 その他 3.2% 

（３）策定済み及び策定予定のＢＣＰの種類（内容）(複数回答) 

 ※（１）で「策定済みである」又は「策定中である」又は「策定を検討中である」と回答した企業 

１ 事業継続力強化計画 ※経済産業大臣の認定 23.0% 

２ 中小企業庁版 BCP ※中小企業 BCP 策定運用指針を活用した書式 21.1 % 

３ 国土交通省版 BCP ※国土交通省関東地方整備局が認定する「建設会社における災害時の事業継続力認定」  2.7% 

４ レジリエンス認証 ※内閣官房国土強靭化推進室のガイドラインに基づく認証制度 0.5% 

５ ISO22301 1.2% 

６ 自社で考えた独自の BCP ※非常における連絡体制や初期対応、事業の継続方法等を定めたマニュアルなど 58.3％ 

７ その他 5.4% 

（４）どのように策定を進めたか（予定を含む） 

  ※（１）で「策定済みである」又は「策定中である」又は「策定を検討中である」と回答した企業 

１ 自社で作成 66.1% 

２ 民間コンサルタント等の支援を受けながら策定 14.8% 

３ 公的な支援機関の支援を受けながら作成 19.0% 

（５）策定することに至ったきっかけ(複数回答) 

  ※（１）で「策定済みである」又は「策定中である」又は「策定を検討中である」と回答した企業 

１ 自然災害／感染症拡大のリスクに備える必要性を感じたため 64.7% 

２ 自然災害／感染症拡大の経験があり、必要性を感じたため 11.5% 

３ 策定によって受けられる優遇措置等にメリットを感じたため 12.8% 

４ 取引先、関連企業からの働き掛けを受けたため 21.5% 

５ その他 6.0% 

（６）BCP を策定しない理由(複数回答) 

 ※（１）で「策定する予定はない」と回答した企業 

１ 具体的な策定方法がわからない 36.9% ２ 人的余裕がない 34.7% 

３ 資金的余裕がない 28.3% ４ 時間的余裕がない 22.7% 

５ より優先すべき課題がある 27.3% ６ 取引上必要がない 18.3% 

７ 具体的なメリットが感じられない 19.7% ８ その他 2.2% 

（７）あれば活用したい BCP 策定や運用に関する支援策(複数回答) 

１ セミナーの開催 18.2% ２ 専門家によるコンサルティング 9.4% 

３ 事例集や策定手引きの提供 29.4% ４ 補助金等金銭的な支援 33.0% 

５ 企業間での情報交換の機会 6.5% ６ その他 0.6% 

７ 特になし 38.0% 
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３.  最低賃金の引上げについて    

   ※令和 4 年 10 月 1 日から県内 最低賃金が 987 円に引き上げられました。                

（１）今回の最低賃金引上げに伴う貴社における賃金の引上げ状況 

１ 新たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額まで賃金を引き上げた 13.5%             

２ 新たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額を超えて賃金を引き上げた 10.2% 

３ 最低賃金を上回っていたが、賃金を引き上げた 22.2% 

４ 最低賃金は上回っていたので、賃金は引き上げていない 45.1% 

５ その他 9.0% 

 

（２）今回の最低賃金引上げによる人件費上昇への貴社の対応策(複数回答) 

１ 生産性の向上 40.8% ２ 価格転嫁 36.3% 

３ 設備投資の抑制 8.8% ４ 経費削減（仕入れコスト、広告宣伝費、交際費など人件費以外）19.6% 

５ 時間外、休日労働の削減 22.5% 6 外部人材の活用、業務の外注化 2.9% 

７ 役員報酬の削減 10.5% 8 福利厚生費の削減 5.2% 

９ 正社員の削減 4.9% 10 非正規社員の削減（シフト削減含む。） 2.9% 

11 採用の抑制 6.2% 12 正社員採用の予定を非正規社員採用に切替え 1.0% 

13 国の助成金の利用 4.9% 14 その他 1.0% 

15 特になし 22.9% 

 

（3）今回の最低賃金引上げによる経営への影響 

１ 大いに負担になっている 21.9%         ２ 多少は負担になっている 37.1% 

３ 負担になっていない 20.4%                 ４ どちらとも言えない 20.6% 

 

（４）最低賃金引上げへの対応のために必要な行政支援(複数回答) 

１ 税・社会保険料の軽減 65.7%           ２ 生産性向上への支援 13.8% 

３ 取引価格適正化への支援 21.2%               ４ 助成金の拡充 33.4% 

５ 専門家の派遣や相談窓口の拡充 1.6%            ６ 人材育成、教育への支援 11.0% 

７ 賃上げ実施企業の好事例の周知 3.6%        ８ 融資等の資金繰り支援 16.0% 

９ その他 2.2%                                 10 特になし 15.6% 

 

 


